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研究成果の概要（和文）：　本研究は，「地域の特性」に着目しながら農村地域活性化とソーシャルキャピタル（SC）
との関連を実証的に明らかにし，より頑健な科学的理論を構築することを試みた。地域活性化に実践的に役立つ「日本
型SC」の概念を検討するために，「低炭素社会構築」，「幸福感」，「地域の交流施設の活用」の視点からそれぞれSC
との関連について研究を実施した。その結果，SCを政策等で活用するためには，地域の文脈を様々な側面から考慮する
ことが重要であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted to construct the robust scientific theory by clarifying t
he relationships between rural revitalization and social capital focusing on the regional context. From th
e viewpoints of low carbon society, residents' feeling of happiness and usage of community facilities, we 
examined the relationships between social capital and each of them respectively in order to find the conce
pt of "Japanese-style social capital", which could contribute to rural revitalization in Japan. In the res
ults, it could be important that we had to take into account Japan's indigenous regional characteristics f
or taking advantage of the social capital on policy making process and so on.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年，農村地域の地域再生や地域活性化に

おいてもソーシャルキャピタル（SC）が注目
されており，農村計画学の分野でも数多くの
研究が行われてきた。SC はパットナム
（American Prospect, 1993）の定義「個人
間のつながり，すなわち社会的ネットワーク
およびそれから生じる互恵関係および信頼
関係」として広く知られ，より良い社会を形
成するために政策面で活用することを念頭
として欧米諸国にて先進的に取り入れられ，
その後，日本国内の理論，事例研究が進めら
れた経緯がある。したがって，日本の風土や
歴史，あるいは日本人の感覚を必ずしも十分
に考慮しないまま，欧米諸国の先例を模倣し
て SC 研究が進められてきた感は否めない。
日本の農村の SC を扱ったものとしては，全
国の代表サンプルを用いて農村における SC
の特徴を報告したものもみられるが（田野井，
水土の知，2007），日本農村の独自性につい
てその傾向を示したものに過ぎず，調査方法
も欧米の先行研究の影響を強く受けたもの
であった。一方で，政策面においては SC の
概念を組み込んだ「農地･水･環境保全向上対
策」（農林水産省，2007～）が過去に実施さ
れるなど，SC は重要な概念として実際に応
用されるようになっている。 
なかでも農村地域活性化の実践について

は，単に先進的な方法を取り入れるだけでは
なく，その地域の特性や文脈を把握し，その
土地にある地域資源を活かした方策を取り
入れ，必要に応じて地域の状況に合わせてい
く工夫が必要である。世界各国において施策
展開等，様々な分野で SC が有効に応用され
ている一方で，全てに万能な概念であるかの
ような錯覚があり，科学的議論が成熟しない
ままに我が国の施策に応用されている現状
があり，多くの改善の余地が残されている。
特に，昔ながらの日本らしさが深く根付く我
が国の農村地域では，より深遠な科学的研究
を実証的に推進することが切実に求められ
ている。 

 
２．研究の目的 
本研究は，「地域の特性」に着目し，SC と

の関連を実証的に明らかにし，より頑健な科
学的理論を構築することを試みる。欧米先行
で始まった SC 研究に未だ多大な影響を受け
ている我が国の SC 概念に，「村がら」などの
日本固有の規範・慣習・制度に基づく社会構
造を勘案し，農村地域活性化に実践的に役立
つ「日本型 SC」の概念を検討する。そのた
めに，「低炭素社会構築」，「（地域住民の）幸
福感」，「地域の交流施設の活用」の 3 つ視点
からそれぞれと SC との関連について研究を
実施する。それぞれに掲げる研究目的を具体
的に以下に記す。 
(1) 低炭素社会構築と SC 
現在，農村地域においても低炭素社会を目

指した循環型社会形成の必要性が唱えられ，

地域で種々の取り組みがなされている。代表
的な施策であるバイオマスタウン構想（農林
水産省等）では，循環型社会形成と同時に，
当該地域にとっては参画に伴う地域活性化
も強く意図されている事例が多い。低炭素化
技術と地域の政策の合理的な連携効果を高
めるには，新たに導入される技術や社会基盤
とその地域の SC の関係をできるだけ定量的
に解析し，諸政策へ反映させていくための指
標を明確に示すことが重要でありる。技術の
採用やインフラストラクチャー設計の根拠
となる技術の有用性の定量的評価指標を開
発し，地域社会への効率的な技術導入に貢献
することを目的とする。また，地域社会での
環境配慮行動を促進するための方策として
利用しうるインターネット・コミュニティを
醸成していく上で，最も重要な鍵となる住民
間の親密性向上のためにどのような要素を
含む場にすべきかを明らかにする。 
(2) 幸福感と SC 
地域コミュニティならびにその中に育ま

れる SC が，地域全体あるいは地域に暮らす
個人の幸福感に与える影響に着目する。特に
「農村地域社会」「漁村地域社会」「都市地域
社会」それぞれのコミュニティにおいて，ど
のように社会関係が構築され，それらがどの
ように幸福を支えているのかを実証的に提
示し，協調的幸福を生じさせている要因を探
ることを目的とする。 
(3) 地域の交流施設の活用と SC 
地域での活動を行うに当たり，地域の交流

施設は一つの拠点となるが，自家用車を利用
できない高齢者にとっては，居住地区から交
流施設までが遠い場合，地域での活動参加の
可能性は低くなると考えられ，そのために
SC が維持しにくい地域が生じる可能性があ
る。SC の規定要因として，地域の交流施設
への行きやすさに着目し，現状の社会参加活
動の関連を検討することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
(1) 低炭素社会構築と SC 
低炭素循環型地域社会を構築するために

は，都市ゾーンから森林ゾーンまでのエネル
ギー消費密度，二酸化炭素排出密度の勾配を
低下させるという基本的な考え方に基づき，
中山間地域の一自治体の統計データを用い
て，地域社会の低炭素化設計の可能性を検討
した。 
また，インターネット・コミュニティを醸

成していく上で，最も重要な鍵となる住民間
の親密性向上のためにどのような要素を含
む場にすべきかを明らかにするために，３種
類の掲示板でのコミュニケーションのデー
タを用いて参加者の親密化プロセスを解析
した。さらに，この親密性増進の要素解析結
果をもとに，低炭素化で最も重要な環境配慮
行動を促進するための，インターネット・コ
ミュニティを組み込んだ地域環境コミュニ
ティのモデルを提案し，その中での SC，ソー



シャルネットワークの役割を考察した。 
(2) 幸福感と SC 
農業・漁業・都市的地域が含まれる四国・

中国・近畿に三重県を加えた範囲を調査対象
地域と定めて調査を実施した。調査は①上記
地域内の農業者・漁業者生業グループのリー
ダーへの質問紙調査（665 名からの回答），②
上記地域から 413 集落をサンプリングし（農
業地域，漁業地域，都市的地域を約 3 分の 1
ずつ含む），集落全世帯（42,804 世帯）を対
象に郵送調査（7,364 名からの回答），③農林
業センサス，種楽営農実態調査などの公開デ
ータ分析，の３つのラインで実施した。①，
②の質問紙調査の内容は，地域での信頼感や
対人関係などの心理的つながり，地域行事や
自治会，用水路管理など集落での諸活動への
参加，地域を担当する行政職員や普及指導員
との関係，農業・漁業生業に関する質問など
から構成した。生業コミュニティにおいては
都市的地域よりも互いの関係が密接である
と考えられ，また，特に土地のつながりをベ
ースにした農業社会は「ヨコ社会的つなが
り」を基盤とした SC を，漁獲に対する個人
の腕が問われる一方で，海という共有資源を
もつ漁業社会は，浜の掟の遵守を徹底する
「タテ社会的つながり」を基盤とした SC を
構築していると仮説として検証することと
した。 
(3) 地域の交流施設の活用と SC 
対象地域は愛知県の半田市，碧南市，西尾

市，常滑市，東海市，大府市，知多市と知多
郡の阿久比町，東浦町，南知多町，美浜町，
武豊町とした。 
小地域（町丁字）を単位として，交流施設

の一定道路距離圏内にカバーされる人口割
合と社会参加人数割合の関連を検討した。対
象地域は 1,851 の小地域からなっている。 
地域の交流施設としてＮＴＴタウンペー

ジ株式会社の「タウンページデータベース」
データ（2012 年 3月時点）の「公民館・集会
所」の住所情報を「東京大学 CSV アドレスマ
ッチングサービス」により経緯度に変換して
用いた。 
道路ネットワークデータは国土数値情報

の数値地図の道路データを用いた。対象地域
の一部は起伏に富んでおり，自家用車を利用
できない高齢者が含まれることを考慮すれ
ば傾斜による負荷を考慮する必要がある。数
値地図（国土基本情報）の 10m メッシュ標高
データをラスター化して用いてGIS上で平均
傾斜と表面長を付加し，表面長に 1+sinθ（θ
は傾斜角）をかけて傾斜の負担を考慮した到
達圏を求めた。以上のネットワークデータを
用いて，集会所から 500m 圏でカバーされる
人口を求めた。 
人口データには国勢調査 500ｍメッシュデ

ータをもとに，土地利用細分メッシュ（100m）
を用いて加工したものを用いた。500m メッシ
ュの人口はメッシュ内の 25 の細分メッシュ
のうち，建設用地，農用地等の可住地のメッ

シュのみに均等に配分した。メッシュが部分
的にカバーされる場合はカバー面積にあわ
せて按分した人口を算出した。これを小地域
単位で集計し，距離圏内にカバーされる人口
割合を算出した。 
社会参加についてのデータは，社会生活基

本調査の結果を小地域単位に推計した（株）
日本統計センターの推計行動別人口データ
を用いた。各種ボランティアの行動者数を小
地域の総人口で除して割合を求めた。 
以上より，集会所・公民館の 500m 圏にカ

バーされる人口割合と社会参加人数割合の
積率相関係数を求め，最初に全市町分のデー
タをまとめて分析した後，市町別（知多郡は
まとめて）に分析を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 低炭素社会構築と SC 
地域社会のエネルギー源として現在盛ん

に実施されているバイオマス利用に着目し，
平成 24 年度に提案した政策担当者がより合
理的かつ簡便にバイオマスの利用技術の評
価・比較を行える手法である，エクセルギー
を評価するパスダイアグラムを用いて，当該
自治体の現状に即した熱分解・ガス化などの
代表的なバイオマス廃棄物転換技術を選択
した上で，適切なバイオマス利用のフレーム
ワークをコスト面を考慮しながら提案した。 
インターネット・コミュニティにおいては，

排他度が小さく自己犠牲度が大きい場合に
のみ親密性が発現すること，これにはインタ
ーネット上での主題が重要であることを明
らかにした。これに基づき，地域住民の環境
配慮行動を増進するためのインターネッ
ト・コミュニティの在り方，内容について考
察し，低炭素循環型地域社会での果たす役割
に関して考察を行った。 
また，地域社会での環境実践行動とインタ

ーネット・コミュニティとを，公的機関がイ
ンセンティブを与えながらリンクさせると，
インターネット・コミュニティが親密性増大
の増幅器の役割を果たし，住民が地域でのア
イデンティティをしっかり認識しながら，環
境配慮行動を実施していくことが可能であ
ることを結論付けた。 
(2) 幸福感と SC 
郵送調査データの分析を通じて，下記のこ

とが明らかになった。①メンバー同士の信頼
関係や，どんな人の意見でも受け入れる雰囲
気などで測定される「ヨコ社会的つながり」
は農業者で漁業者よりも高かった。②上下関
係の有無や，決まり事を守らなかったときに
居場所がなくなる，などで測定される「タテ
社会的つながり」は漁業者で農業者よりも高
かった。③農業者でも漁業者でも「自分が他
者一般に対する信頼感を持っている（一般的
信頼）」こと，ならびに「コミュニティメン
バーから自分が信頼されている」ことが，幸
福感の高さと関連しているという結果が示
された。 



一般的信頼はコミュニティの内外に関わ
らない他者とのつながりを構築するもので
ある一方で，コミュニティメンバーから自分
が信頼されているかどうかはコミュニティ
内での社会関係の重要性を示すものであり，
開かれた SCとクローズドで密な SCの双方が
幸福を支えていることが明らかになった。一
方，メンバーからの信頼が幸福感に与える影
響の効果は農業者で漁業者よりも強く，後者
の SC が農業社会でより重視されていること
が示された。 
(3) 地域の交流施設の活用と SC 
全体でみると，集会所・公民館等の交流施

設の 500ｍ圏にカバーされる人口は，対子ど
もボランティア，国際協力ボランティア以外
の全てのボランティア活動参加割合と有意
に関連していた。しかし係数はいずれも小さ
い。市町別にみると，東海市や半田市，碧南
市で相関係数が大きく，統計的に有意な関連
を示した（表１）。その他では統計的に有意
な関連は観察できなかった。東海市や半田市，
碧南市で大きな相関係数がみられた背景要
因について，自家用車保有率，高齢化率，産
業別従業者割合等を検討したが他の市町と
の差を明確に説明ができる要因とはならな
かった。しかしながら，こうした市町ごとに
ボランティア行動について差が生じている
ことがわかり，何らかの施策や社会参加活動
を活性化させようとした場合には地域文脈
を考慮すべきであることが示唆された。 
 

注）   1％有意    5％有意 
 
 以上，本研究では 3つの観点から日本型 SC
の特性について検証した。インターネットコ
ミュニティにおいては主題の設定で環境配
慮行動は変化し，農漁村の調査でも農村と漁
村では SC の果たしている役割は異なってい
ることが判明した。また，地域ごとに社会活
動参加割合は有意に変化しており，明確な SC
との関連は計ることはできなかったが，地理
的な条件によっても SC が異なることが示唆
された。現在でも様々な局面で SC は注目を
集め，各種政策において活用されている。我
が国の地域活性化において将来により有効
にSCを利用するためには，地域性を勘案し，

一般性と共に地域の独自性を考慮した取り
組みが不可欠であるといえる。 
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